
 

 

 

 

 

 

２０１９年度いしかわ中小企業チャレンジ支援ファンド助成事業の公募について 

 

県と石川県産業創出支援機構では、昨年度、「活性化ファンド」をリニューアルし、全国

最大の総額４００億円の「いしかわ中小企業チャレンジ支援ファンド」を創設し、その運

用益により、引き続き、地域資源を活用した新商品開発・販路開拓の取り組み等を支援す

るほか、機械・繊維等のものづくり企業による新製品開発から販路開拓までを総合的に支

援する特別枠により、中小企業の新たな事業展開を支援しております。 

今年度の助成事業について、４月１５日より下記のとおり公募します。 
 

記 

 

１ 公募期間 

   平成３１年４月１５日（月）～６月１７日（月）１５時必着 

 

２ 助成事業 （詳細は別紙をご覧ください） 

  ・機械・繊維等のものづくり企業による新製品の開発・販路開拓支援（ものづくり企業特別支援枠） 

  ・中小企業等による産業化資源活用新商品・新サービスの開発・販路開拓支援 

  ・中小企業等による産業化資源活用新商品・新サービス開発に係る事前調査支援 

  ・複数の企業、異業種・産学官連携等による新商品・新サービスの開発・販路開拓支援 など 

※公募要領・申請書類のダウンロード先

https://www.isico.or.jp/site/shinseihin/challengefund.html 

 

３ 公募説明会 

  以下のとおり、公募説明会を開催します。 

 金沢会場 加賀会場 能登会場 

日 時 
平成３１年４月１７日（水） 

９：３０～１１：００ 

平成３１年４月１７日（水） 

１４：００～１５：３０ 

平成３１年４月１８日（木） 

１３：００～１４：３０ 

場 所 

石川県地場産業 

振興センター 

本館２Ｆ 第１研修室 

小松商工会議所 

３階 ３０５会議室 

石川県生涯学習センター 

能登分室 ４階 講義室 A 

（のと里山空港内） 

所在地 金沢市鞍月２丁目１番地 小松市園町ニ１ 
輪島市三井町洲衛 

１０部１１番１ 

参加希望者は、参加申込書を記入の上、下記の提出先まで申し込み願います。 

参加申込書ダウンロード先：https://www.isico.or.jp/event/dgnet/d31135589.html 

提出先：（公財）石川県産業創出支援機構 地域産業支援課 ＦＡＸ ０７６－２６８－１３２２ 

 

４ 問い合わせ先 

石川県商工労働部産業政策課 競争力強化推進グループ TＥＬ ０７６－２２５－１５１２ 

（公財）石川県産業創出支援機構 地域産業支援課     TＥＬ ０７６－２６７－５５５１ 

平成 31 年 4 月 15 日  

産 業 政 策 課  

担当者 木 村 、 吉 川  

内 線 4 4 1 8 , 4 4 2 0  

外 線 (076)225-1512  

https://www.isico.or.jp/site/shinseihin/challengefund.html
https://www.isico.or.jp/event/dgnet/d31135589.html


 

２０１９年度いしかわ中小企業チャレンジ支援ファンド助成事業 一覧 

 

区分 助成事業名 助成限度額 助成率 助成期間 

１ 

機械、繊維等のものづくり企業による新製品等 

の開発・販路開拓支援 

（ものづくり企業特別支援枠） 

【①調査、②開発、

③販路開拓の 

一貫取組】 

10,000 千円 

【②と③の取組】 

9,000 千円 

【段階別の取組】 

①のみの取組

1,000 千円 

②のみの取組

7,000 千円 

③のみの取組

2,000 千円 

2/3 

3 年以内 

（段階別の 

取組は 

1 年以内） 

２ 

１．中小企業等による産業化資源活用 

新商品・新サービスの開発・販路開拓支援 
3,000 千円 2/3 3 年以内 

２．小規模企業者による産業化資源活用 

新商品・新サービスの開発・販路開拓支援 
1,500 千円 3/4 3 年以内 

３．東京オリンピック・パラリンピックを見据えた 

中小企業等による産業化資源活用新商品・ 

新サービスの開発・販路開拓支援 

4,000 千円 2/3 3 年以内 

３ 
中小企業等による産業化資源活用新商品・ 

新サービス開発に係る事前調査支援 

【企業・組合等】 

500 千円 

【4 者以上のグループ】  

1,000 千円 

定額 1 年以内 

４ 

１．中小企業等による産業化資源活用商品・ 

サービスの改良・販路拡大支援 【企業・組合等】 

1,000 千円 

【4 者以上のグループ】  

2,000 千円 

2/3 1 年以内 

２．東京オリンピック・パラリンピックを見据えた 

中小企業等による産業化資源活用商品・ 

サービスの改良・販路拡大支援 

５ 
複数の企業、異業種・産学官連携等による 

新商品・新サービスの開発・販路開拓支援 
5,000 千円 2/3 3 年以内 

 

（別紙） 


